
    １　事業体系　  躍動する兵庫の元気の創出　～　挑戦する企業をトータルサポート　～

〔主な実施事業〕

◎県内既存立地資源の発掘
◎国内企業誘致事業
  ・企業訪問・産業用地等の情報提供
  ・首都圏等での立地プロモーション
  ・企業投資アンケートの実施　等
◎外国・外資系企業誘致事業
  ・企業訪問・進出サポート・ＰＲ活動等
  ・外国企業一次進出プロモーション

 広報・情報化
 事業の推進

 産業情報の提供、
 情報化事業の推進

◎産業情報誌の発行
　・産業情報誌「JUMP」の発行
◎ホームページ等を通じた情報発信
◎メールマガジンの配信

◎海外展開に関する個別相談対応
◎海外展開支援事業
　・(拡)海外展開支援助成の実施
　・(拡)ひょうご国際ビジネスサポートデスクの設置
　・海外展開支援セミナーの開催

 中小企業の海外
 展開支援

 企業立地促進と
 海外展開支援

 国内外企業の
 立地促進

 中小企業の設備
 投資の促進

◎「中小企業支援ネットひょうご」の連携強化
◎経営相談
　・(拡)よろず支援拠点の運営
　・経営専門家の派遣
◎経営力強化
　・ひょうご中小企業技術・経営力評価制度の推進
　・経営革新計画の承認審査
　・事業継続サポート制度
◎(新)ひょうご産業ＳＤＧｓ推進宣言事業

◎成長期待企業の発掘・育成支援
◎(拡)ひょうごプラチナ成長企業創出事業
◎ひょうご専門人材相談センターの運営
　・ひょうごプロ人材地域連携プロジェクトの促進
　・副業・兼業人材等のマッチング支援

◎商店街新規出店・開業等支援
　・空き店舗の活用に対する助成
　・商業アドバイザーの派遣
◎中小小売商業の経営支援
　・ビデオライブラリーの運営・商圏地図情報の提供 等
◎菓子産業等振興事業

◎小規模企業者等設備貸与支援事業
◎適切な債権管理の推進

 中小企業の
 成長・自立
 と活力ある
 地域産業の
 創造

◎「起業プラザひょうご」運営事業
◎(新)ポストコロナ・チャレンジ事業
◎ひょうご神戸スタートアップファンドによる支援

◎農商工連携ファンド事業
◎異業種交流活性化支援事業
◎ビジネス連携推進事業
◎ものづくり環境高度化促進事業
◎ものづくり中小企業の取引振興

 中小企業の創業・
 連携の支援

◎起業家支援事業
　・一般事業枠（一般、ふるさと）
　・社会的事業枠（一般、東京23区）
　・就職氷河期世代枠
　・(拡)ポストコロナ枠（一般、再チャレンジ）

 中小企業の連携の
 促進

 経営基盤の強化

 中小小売商業の
 活性化

 起業家の創出

 中小企業の成長
 支援

 創業及び新事業の
 育成

 中小企業の経営
 強化の支援

ひょうご産業活性化センター 令和４年度事業計画



 

２  事業活動の基本方針 

 

新型コ ロ ナウイ ルスは、 感染の拡大と 収束を 繰り 返し 、 地域経済に長期にわたり 困

難な事業環境を 強いている も のの、 一方で、 感染拡大防止と 社会経済活動の両立を 目

指す取組みも 始まっ ている 。  

  こ のため、 令和４ 年度においては、 コ ロ ナ禍を 乗り 越える べく 、 県内中小企業が経

済動向や市場の変化に的確に対応し た経営が展開でき る よ う 、「 中小企業の創業・ 連携

の支援」 、 「 中小企業の経営強化の支援」 、 「 企業立地促進と 海外展開支援」 、 「 広

報・ 情報化事業の推進」 の４ つを 重点課題と し て、 兵庫県や関係機関と の緊密な連携

の下に着実に事業を 推進する 。  

 

（ １ ）「 中小企業の創業・ 連携の支援」  

県内での起業を 支援する 「 起業家支援事業」 と し て、 一般枠、 社会的事業枠、 就職

氷河期世代枠、 ポスト コ ロ ナ枠など幅広い支援メ ニュ ーでチャ レ ン ジする 起業を 支援

する 。  

起業を 目指す若者等への情報提供・ 相談、 ワーキン グスペースの提供等を 行う 「 起

業プラ ザひょ う ご」 では、 Ｕ Ｎ Ｏ Ｐ Ｓ ( 国連プロ ジェ ク ト ・ サービ ス機関) のＳ ３ ｉ イ

ノ ベーショ ン セン タ ー・ ジャ パン と の連携を 更に進め、 起業家のステッ プアッ プに必

要な支援機能を 強化する 。 併せて、 同プラ ザのエリ ア拠点である 「 起業プラ ザひょ う

ご姫路」 及び「 起業プ ラ ザひょ う ご尼崎」 と の連携によ り 、 県内全域を 対象と し た起

業・ 創業の更なる 促進に取り 組む。 また、「 ポスト コ ロ ナ・ チャ レ ンジ支援事業」 によ

り 、 社会課題や地域課題に対し てイ ノ ベーテ ィ ブな発想と 技術によ り 解決に挑むスタ

ート アッ プや中小企業の新ビ ジネス立上げを 支援する。  

さ ら に、 令和３ 年３ 月に設立し た「 ひょ う ご神戸スタ ート アッ プフ ァ ン ド 」 への投

資案件の発掘支援を 行う こ と などによ り 、 多様なフ ェ ーズで創業及び新事業の育成を

行う 。  

中小企業等の連携を 支援する ため、 中小企業者と 農林漁業者の連携によ る 新商品の

開発を 支援する「 農商工連携フ ァ ンド 事業」 を 引き 続き 実施すると と も に、 マーケッ ト

イ ンの視点から 新商品の開発や新規ビジネスに取り 組む「 異業種交流グループ」 の活動

を 支援するほか、 関係機関と と も にビジネス連携を推進する。  

県内の産業基盤を 支える も のづく り 中小企業の AI ･I oT 等の活用によ る 高度なも の

づく り 環境への移行に向けた「 も のづく り 環境高度化促進事業」 や中小企業の受注機

会の拡大を 図る「 取引商談会・ 受発注あっ せん」 を 実施する と と も に、「 下請かけこ み

寺」 を 通じ た下請取引の適正化を 推進する 。  

 

（ ２ ）「 中小企業の経営強化の支援」  

「 ひょ う ご神戸経営相談セン タ ー」 と し て、 引き 続き 、 神戸市産業振興財団、 神戸

商工会議所と 連携し て、 ワン スト ッ プで中小企業者の経営強化のための支援施策を 実

施する 。「 よろ ず支援拠点」 の支援を 拡充し 、 多様化する相談内容にき め細やかに対応

し ていく 。 また、 サテ ラ イ ト 相談所機能も 活用し て地域ごと の中小企業の多様な経営

課題の解決を 支援する 。 さ ら に、「 中小企業支援ネッ ト ひょ う ご」 の各機関が連携し て

総合的な相談対応を 引き 続き 実施し ていく ほか、 ポータ ルサイ ト によ る 支援情報の一

元的な提供を 行う 。  



 

 

 

 

「 経営専門家派遣制度」 を 引き 続き 実施する ほか、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症緊急

対策措置後の中小企業に対し て専門家を 派遣し 、 事業展開レ ポート を 作成のう え、 金

融機関と と も に経営改善等を 行う ための伴走型支援を 実施する 。  

さ ら に、 中小企業の技術力・ ノ ウハウや成長性・ 経営力を 総合的に評価し 、 円滑な

資金供給や経営改善を 促す「 ひょ う ご中小企業技術・ 経営力評価制度」 を 継続し て実

施する 。  

また、 県内の中小企業に対し Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の普及啓発を 行う と と も に、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の達成

に向けて取り 組む中小企業の宣言内容を 登録・ 集約し 、 広く 社会に公表する こ と によ

り 、 宣言企業の取り 組みを 支援する 事業を 新たに実施する。  

引き 続き 「 成長期待企業の発掘・ 育成支援」 に積極的に取り 組んで行く ほか、 経営

品質の向上や価値共創経営に取り 組む事業者を 育成・ 顕彰する ため「 ひょ う ごプラ チ

ナ成長企業創出事業」 を 継続し て実施する 。  

「 ひょ う ご専門人材相談セン タ ー」 については体制の拡充を 維持し 、 金融機関及び

人材紹介会社と の連携も 図り ながら 、 副業・ 兼業人材の活用を 含む専門人材のマッ チ

ン グ支援に取り 組む。  

中小小売商業については、 商店街における 若者や女性によ る 魅力ある 店舗の新規出

店を 支援する 「 商店街若者・ 女性新規出店チャ レ ン ジ応援事業」 に取り 組む。  

「 第 25 回全国菓子大博覧会・ 兵庫」 の成果を 継承し 、 菓子産業の一層の振興を 図る

ため、 人材育成やブラ ンド 化を 推進する 「 菓子産業等振興事業」 を 実施する 。  

中小企業の設備投資の促進については、中小機構・ 県の資金を 活用し た「 小規模企業

者等設備貸与支援事業」 を 実施し 、 中小企業の経営再建及び経営基盤の強化を 支援す

る と と も に経営者保証に頼ら ない制度利用を 進める 。  

 

（ ３ ）「 企業立地促進と 海外展開支援」  

「 ひょ う ご・ 神戸投資サポート セン タ ー」及び「 兵庫県ビ ジネスサポート セン タ ー・

東京」 において企業訪問活動を 積極的に展開し 、 国内外企業の立地ニーズに対応し た

立地環境や県の産業立地条例によ る 優遇制度などの情報提供を 行う と と も に、 県内の

既存立地資源の発掘に努め、 県内への「 企業立地促進」 に取り 組む。 令和４ 年度は、

新たに首都圏において県と 連携し たト ッ プセールスや、 九州圏等における 立地プロ モ

ーショ ン を 実施するほか、 I T を 始めと する スタ ート アッ プ関連企業等の誘致促進にも

努める 。  

「 ひょ う ご海外ビ ジネスセン タ ー」 は、 神戸市海外ビ ジネスセン タ ー、 ジェ ト ロ 神

戸と 「 ひょ う ご・ 神戸国際ビ ジネススク エア」 と し て連携し つつ、 企業相談への個別

対応、 海外展開調査への助成、 海外相談窓口と なる 「 ひょ う ご国際ビ ジネスサポート

デスク 」（ 世界 11 カ 所） の設置、 海外展開支援セミ ナーの開催などに取り 組み、 中小

企業の海外展開を 支援する 。  

新型コ ロナウイ ルス感染症対応と し て、 海外展開調査助成の一環で、 越境 EC助成及

びポスト コ ロ ナ海外新展開助成を 設ける ほか、 海外相談窓口の充実と し て、 ニュ ーヨ

ーク と ド イ ツ にひょ う ご国際ビ ジネスサポート デスク を 新設する 。 ニュ ーヨ ーク と ド

イ ツ のデスク は、 アジア圏外における 初のデスク 設置と なる 。  

  

 



 

 

 

 

（ ４ ）「 広報・ 情報化事業の推進」  

当セン タ ーが実施する 支援施策や先進的な経営に取り 組む中小企業の事例を 集約し 、

産業情報誌「 Ｊ Ｕ ＭＰ 」 の発行を はじ め、 ホームページやメ ールマガジン 等を 通じ て

中小企業や産業支援機関にタ イ ムリ ーに情報発信する。  

   

こ う し た重点課題の推進に当たっ ては、  

① 中小企業の個々の経営課題に即し た的確な支援 

② 企業の成長段階に応じ て多様な支援施策を 活用する 総合力の発揮 

③ 「 中小企業支援ネッ ト ひょ う ご」 の各機関の「 顔の見える ネッ ト ワーク 」 と し

ての機能強化 

を 行動指針と し て、 当セン タ ーの各部署で企業活動の現場の視点から 機動的に事業を

展開する と と も に相互の情報共有を 進める こ と によ り 、 セン タ ーの組織が一丸と なっ

て「 中小企業の成長・ 自立と 活力ある地域産業の創造」 を 目指す。  
  



 

 

 

 

１  中小企業の創業・ 連携の支援  

 

Ⅰ 起業家の創出 

 

 意欲ある 起業家の挑戦を 支援する ため、Ｕ Ｊ Ｉ タ ーン・ 就職氷河期世代・ ポス ト コ ロ

ナな ど のほか、 様々な 幅広い起業支援を き め細かく 展開する 。  

 

１  起業家支援事業 

( 1)  一般事業枠（ 一般、 ふるさ と ）  

年齢・ 性別・ 居住地を 問わず、 意欲ある 起業家の創業を 支援するため、 有望なビ

ジネスプラ ン を 有し 、 県内で起業（ 第二創業を 含む） を 目指す起業家に対し て、 新

規事業の立ち 上げや移転に要する 経費の一部を 助成する 。  

区 分 一  般 ふるさ と  

助 成 対 象 者 

 

県内で起業（ 第二創業を 含む） を目指す

起業家 

Ｕ Ｊ Ｉ タ ーン によ り 県外から 兵庫県

へ住民登録を 移し 、県内において起業

（ 第二創業を 含む） する者及び県外の

事業所（ 本社） を 県内に移転する者 

助成対象事業 
事務所開設費や初度備品費など 起業に

係る 経費及び空き 家改修に係る経費 

起業及び県外から の移転等に必要な経

費及び空き 家改修に係る経費 

助 成 額 

上限 1, 000 千円、 助成率１ ／２  

※空き 家活用の場合、その改修経費は、

別途上限 1, 000 千円 

上限 2, 000 千円、 助成率１ ／２  

※空き 家活用の場合、その改修経費は、

別途上限 1, 000 千円 

助成事業総額 
66, 000 千円 
（ 採択件数（ 予定） ： 60 件）  

32, 000 千円 

（ 採択件数（ 予定） ： 20 件）   

( 2)  社会的事業枠（ 一般、 東京 23 区）  

地域課題の解決に資する 社会的事業分野での創業を 支援する ため、 有望なビ ジネス

プラ ン を 有し 、 県内で起業を 目指す起業家に対し て、 新規事業の立ち 上げや移転に要

する 経費の一部を 助成する 。  

区 分 一  般 東京 23 区 

助 成 対 象 者 

 

社会的事業分野で の創業を 目指す起業

家 

次の要件を 全て満たし た者で兵庫県に

住民登録を 移し 、 県内で起業する者 

① 直近 1 年以上東京 23 区に通勤 

② 直近 10 年のう ち通算５ 年以上東京

23 区又は東京圏に通勤又は在住 

③ 社会的事業に取り 組む 

助成対象事業 

事務所開設費や初度備品費など起業に

係る経費及び空き 家改修に係る 経費 

起業及び空き 家改修に係る経費  

※移住経費は、 市町の「 移住支援金」 で

対応 

助 成 額 

上限 1, 000 千円、 助成率１ ／２  

※空き 家活用の場合、 その改修経費は、

別途上限 1, 000 千円 

上限 1, 000 千円、 助成率１ ／２  

※空き 家活用の場合、 その改修経費は、

別途上限 1, 000 千円 

助成事業総額 27, 500 千円（ 採択件数（ 予定） ： 25 件） 5, 500 千円（ 採択件数（ 予定） ： ５ 件）  

 



 

 

 

 

( 3)  就職氷河期世代枠 

雇用環境が厳し い時期に就職活動を 行い、 現在も 様々な課題に直面し ている 就職

氷河期世代の創業を 支援する ため、 有望なビ ジネスプラ ンを 有し 、 県内で起業を 目

指す起業家に対し て、 新規事業の立ち 上げに要する 経費の一部を 助成する 。  
 

区 分 内  容 

助 成 対 象 者 県内で起業を 目指す就職氷河期世代の起業家 

助成対象事業 事務所開設費や初度備品費など起業に係る経費及び空き 家改修に係る経費 

助 成 額 
上限 1, 000 千円、 助成率１ ／２  

 ※空き 家活用の場合、 その改修経費は、 別途上限 1, 000 千円 

助成事業総額 22, 000 千円（ 採択件数（ 予定） ： 20 件）  

 

( 4)  ポスト コ ロナ枠（ 一般、 再チャ レ ンジ） 〔 拡充〕  

ポスト コ ロ ナを 見据えた創業を 支援する ため、af t er /wi t h コ ロ ナの地域経済の再

生・ 活性化に資する 事業分野での創業を 目指す起業家や、 コ ロ ナ禍の経験を 糧に起

業に再チャ レ ン ジする 者を 対象と し て、 有望なビ ジネスプラ ン を 有し 、 県内で起業

（ 第二創業を 含む） を 目指す起業家に対し て新規事業の立ち 上げに要する 経費の一

部を 助成する 。  
 

区 分 一  般 再チャ レ ンジ 

助 成 対 象 者 

ポスト コ ロ ナの地域経済再生・ 活性化

に資する 事業分野で の創業を 目指す

起業家 

コ ロ ナ禍等によ る 起業に関する 困難な

経験を 糧に起業に再チャ レ ンジする者 

 

助成対象事業 事務所開設費や初度備品費など起業に係る 経費及び空き 家改修に係る経費 

助 成 額 
上限 1, 000 千円、 助成率１ ／２  

※空き 家活用の場合、 その改修経費は、 別途上限 1, 000 千円 

助成事業総額 33, 000 千円（ 採択件数（ 予定）： 30 件） 33, 000 千円（ 採択件数（ 予定） ： 30 件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

Ⅱ 創業及び新事業の育成 

 

新規創業や中小企業の新分野進出・ 新事業立上げを 促進する た め、 「 起業プ ラ ザ

ひょ う ご 」 の運営や、 ポス ト コ ロ ナ・ チ ャ レ ン ジ 支援事業な ど によ る 新商品・ 新サ

ービ ス の開発に係る 助成・ 資金調達な ど き め細かな 支援を 展開する 。  

 

１  「 起業プラ ザひょ う ご」 運営事業 

 若者等によ る 起業・ 創業の機運を 高める ため、 スモールオフ ィ ス等の起業の場や情

報提供、 相談等交流機能を 備えた拠点と し て「 起業プラ ザひょ う ご」 を 運営する。  

また、 Ｕ Ｎ Ｏ Ｐ Ｓ ( 国連プロ ジェ ク ト ・ サービ ス機関) のＳ ３ ｉ （ イ ン フ ラ 及びイ ノ

ベーショ ンにおける 持続可能な投資） イ ノ ベーショ ン ・ セン タ ー・ ジャ パン や同プラ

ザのエリ ア拠点である 「 起業プラ ザひょ う ご姫路」 及び「 起業プラ ザひょ う ご尼崎」

と の緊密な連携によ り 、 起業・ 創業の更なる 促進に取り 組む。  

( 1)  「 起業プラ ザひょ う ご」 の概要  

区 分 内  容 

設置場所 三井住友銀行神戸本部ビル２ 階（ 神戸市中央区）  

開設時間 平日 9 時～22 時   土日祝日 10 時～20 時 

機  能 コ ワーキン グスペース、スモールオフ ィ ス（ 17 室） 、ワーキングデスク（ 16 席） 

月額料金 

基本会費       5, 000 円 ※学生等減免( 半額) 措置あり  

スモールオフ ィ ス    3, 000 円／㎡  

ワーキン グデスク    5, 000 円～7, 500 円／席  

規 模 773. 42 ㎡ 

( 2) 「 起業プラ ザひょ う ご姫路・ 尼崎」 の概要 

区 分 
起業プラ ザひょ う ご姫路 

（ 播磨・ 但馬地域拠点）  

起業プラ ザひょ う ご尼崎 

（ 阪神・ 丹波地域拠点）  

設置場所 
大手前ダイ ネン BLD. Ⅱ ３ 階 

（ 姫路市本町）  

尼崎市中小企業センタ ー３ 階 

（ 尼崎市昭和通）  

開設時間 
平日   9 時～21 時 

土日祝日 9 時～17 時 

会員   8 時 30 分～21 時 

ﾄﾞ ﾛｯﾌﾟ ｲﾝ 9 時～17 時 

機  能 

コ ワーキン グスペース 

スモールオフ ィ ス（ ９ 室）  

ワーキン グデスク （ ４ 席）  

スモールオフ ィ ス（ ９ 室）  

※Abi Z（ アビーズ） と 一体的に 

運営 

月額料金 

基本会費  5, 000 円  

※学生等減免( 半額) 措置あり  

ｽﾓー ﾙｵﾌｨｽ  2, 000 円／㎡  

ﾜー ｷﾝｸﾞ ﾃ゙ ｽｸ 5, 000 円／席  

基本会費 4, 000 円  

※学生等減免( 半額) 措置あり  

ｽﾓー ﾙｵﾌｨｽ  2, 000 円／㎡  

 

規 模 280 ㎡ 240 ㎡ 
 

２  ポスト コ ロナ・ チャ レ ンジ支援事業〔 新規〕  

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ を はじ めと する 社会課題や兵庫県の地域課題に対し てイ ノ ベーテ ィ ブ な

発想と 技術によ り 解決に挑むスタ ート ア ッ プ を はじ めと する 中小企業の先導的な新

ビ ジネスの立ち 上げに要する 経費を 助成する 。  



 

 

 

 

( 1)  助成対象者 

 革新的な発想や技術に基づく 新ビ ジネス創出に取り 組む中小企業 

( 2)  助成対象事業 

事務所開設費や初度備品費など起業に係る 経費、 事業拡大に係る 経費、 研究開発

費及び空き 家改修に係る経費 

( 3)  助成額 

上限 2, 000 千円、 助成率１ ／２  

※ 空き 家活用の場合、 その改修経費は、 別途上限 1, 000 千円 

( 4)  助成事業総額 

  23, 000 千円（ 採択件数（ 予定） ： 10 件）  

 

３  ひょ う ご神戸スタ ート アッ プフ ァ ンド による支援 

大き な成長が見込まれる シード 期のスタ ート アッ プ起業家やＩ Ｐ Ｏ を 目指す成長

著し いベン チャ ー企業を 支援する ため、 県や神戸市、 金融機関、 民間企業等が連携

し て設立し た「 ひょ う ご神戸スタ ート アッ プフ ァ ン ド 」 への投資案件の発掘支援を

行う 。  

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 中小企業の連携の促進 

 

 地域における 農商工の連携や異業種交流、 大手・ 中堅企業と 中小企業と のマ ッ チ

ン グを 通じ て 新た な 事業パート ナーの発掘や新商品・ 新サービ ス の開発、 販路開拓

な ど 取引機会の拡大を 図る 。  

 

１  農商工連携フ ァ ンド 事業  

 令和３ 年３ 月に新たに組成し た「 ひょ う ご農商工連携フ ァ ン ド 」 の運用益によ り 、

中小企業者と 農林漁業者の連携によ る 新商品・ 新サービスの開発や販路開拓に要する

経費の一部を 助成する 。  

( 1)  助成対象者 

兵庫県内の中小企業者等と 農林漁業者の連携体 

( 2)  助成対象事業 

 新商品・ 新サービ スの開発経費及び新商品の試作品等の広告・ 宣伝経費 

( 3)  助成額 

4, 000 千円以内（ ２ 年間合計） 、 助成率２ ／３ 以内 

( 4)  助成事業総額 

   20, 000 千円 

 

〔 参考〕 フ ァ ンド の概要 

ア フ ァ ンド 規模  ： 10. 85 億円 

イ  セン タ ー出資額  ： ３ 億円 

ウ その他出資者  ： 兵庫県信用保証協会、 金融機関、 事業会社 等  

エ  運用期間       ： 10 年間（ 最大３ 年間の延長可能）  

〔 参考〕 新ひょ う ご農商工連携フ ァ ンド  

ア 出資者 ： 中小企業基盤整備機構、 兵庫県、 ひょ う ご産業活性化セン タ ー、  

      県内金融機関（ 10 機関）  

イ  助成期間： 令和 12 年度まで  



 

 

 

 

２  異業種交流活性化支援事業 

  マ ーケ ッ ト イ ン （ ※） の視点から 新商品開発や新規ビ ジネスに取り 組む商工会議

所・ 商工会、 団体中央会等支援機関の会員等によ る 異業種交流グループへの県によ る

活動助成や相談・ 助言、 専門家等の紹介、 グループ相互の交流を 支援する 。  

また、 前年度から 継続の 18 グループに加え、 新たに採択する グループを 支援の対象

と する ほか、 ビ ジネスと し て具体的な成果が期待さ れる グループには「 ステッ プアッ

プ支援枠」 と し て引き 続き 支援する 。  

※ 商品の企画や開発において消費者のニーズを 重視する方法 

( 1)  異業種交流活性化支援会議の開催 

経営の実務に 精通し た 企業家や学識経験者に よ る 異業種連携ア ド バイ ザー、

産業支援機関、 県で 構成し 、 異業種交流グループ への助言や支援方策について

提言を 得る 。  

( 2)  異業種交流グループ への相談・ 助言 

異業種交流グループ に対する 相談・ 助言、 フ ァ シ リ テ ータ ーやデザイ ナ ー等

の専門家の紹介な ど 円滑な グループ 活動を 支援する 。  

( 3)  異業種交流グループ の連携・ 交流促進 

セ ミ ナー・ 事例発表会等の開催や異業種交流の進め方・ 成果事例を ま と めた

冊子「 新し い異業種交流のすゝ め」 （ ８ 訂版） の活用によ り グループ 相互の連携

や運営ノ ウハウの共有を 支援する 。ま た 、グループ の販路拡大を 促進する た め、

グループ 活動の成果物の展示会への出展を 支援する 。  

 

３  ビジネス連携推進事業 

兵庫工業会等と 連携し て「 テ ク ノ フ ォ ーラ ム 2022」 と し て 中小企業経営者等を 対

象に基調講演等を 開催し 、 企業経営の研鑚を 深める 。  

・ 時期 令和４ 年８ 月 

 

４  も のづく り 環境高度化促進事業 

県内も のづく り 中小企業の製造現場が抱える 課題解決を 支援する ため、「 ひょ う ご

も のづく り 企業多角化促進・ 人材育成プロ ジェ ク ト 」（ 令和３ ～５ 年度） に基づき 、AI ･

I oT 等の活用によ る 業務改善や生産性向上に繋がる コ ン サルティ ン グを 通じ て先端技

術導入を 支援し 事業領域の拡大を 促進する。  

 ( 1)  も のづく り 環境高度化等専門家派遣 

AI ･I oT 等を 活用し たも のづく り 環境の高度化に意欲的なも のづく り 中小企業を

対象に経験豊富な企業 OB や I T 専門家を 派遣し 、 企業の取組過程に応じ た個別支援

を 実施する 。  

ア 派遣企業数（ 予定）： 40 社 

イ  派遣回数： 最大３ 回／社 

ウ 費用負担： なし  

 

 

 



 

 

 

 

( 2)  AI ･ I oT 等活用支援セ ミ ナ ー等の実施 

も のづく り 中小企業の製造現場が抱える 様々な課題解決に資するため、 県内外の

AI ･I oT 等の専門家や先行活用企業等を 招いたセミ ナー等を 開催する と と も に、 AI ･

I oT ツール導入事例や活用方法の情報提供を 行う 。  

・ 時期 令和４ 年 12 月 

 

５  も のづく り 中小企業の取引振興 

( 1)  取引機会の拡大 

も のづく り 中小企業の取引機会の拡大を 図る ため、 発注企業の開拓を 推進し 、 取

引商談会を 開催する と と も に、 も のづく り 中小企業の受発注あっ せんを 行う 。  

ア 取引商談会の開催 

県内外の産業支援機関と 連携し て取引商談会を 開催し 、 受発注のマッ チン グを

促進する。  県外においては、 京都市内にて開催する 商談会等に参加し 、 府県を 越 

えた広域的な取引機会を 提供する 。  
  

区 分 概  要 

県 内 
第１ 回神戸取引商談会 神戸（ ９ 月： 国際フ ロンティ ア産業メ ッ セ 2022 と 併催） 

第２ 回神戸取引商談会 神戸（ 12 月： 神戸市、 神戸商工会議所と 連携）  

県 外 

関西・ 四国合同広域商談会 京都 

（ 令和５ 年２ 月： 関西・ 四国等各府県財団と 連携）  

六都府県オンラ イ ン商談会 オンラ イ ン  

（ 令和５ 年３ 月： 東京、 神奈川、 愛知、 大阪、 福岡の各財団と 連携） 

イ   受発注のあっ せん 

県内外の発注企業への発注ニーズの調査と 受注を 希望する 県内も のづく り 中

小企業の登録を 推進し 、 受発注あっ せんを 行う 。  

( 2)  取引適正化の推進 

取引に関する 苦情・ 紛争の解決に向け、 随時、 全国中小企業振興機関協会が設置

する「 下請かけこ み寺」 相談員が相談に応じ ると と も に、 内容に応じ て弁護士によ

る法律相談も 実施する 。   



 

 

 

 

２  中小企業の経営強化の支援 

 

Ⅰ 経営基盤の強化 

 

 創業や経営革新、 新分野進出に取り 組む中小企業の経営課題に応じ た 相談や経営

専門家の派遣を 行う と と も に、 県内の産業支援機関で 構成する 「 中小企業支援ネ ッ

ト ひょ う ご 」 に よ り 総合的な 支援を 行う 。  

ま た 、 神戸市産業振興財団、 神戸商工会議所と 連携し て 開設する ワン ス ト ッ プ で

の経営相談窓口「 ひょ う ご ・ 神戸経営相談セ ン タ ー」 において 、 引き 続き 中小企業

支援の一層の強化に取り 組む。  

 

１  「 中小企業支援ネ ッ ト ひょ う ご 」 の連携強化 

( 1)  支援体制の整備 

県内 49 の機関・ 団体によ り 「 中小企業支援ネッ ト ひょ う ご」 を 構築し 、 中核機

関である 当セン タ ーに 総括コ ーディ ネータ ー、 マネージャ ーを 配置し 関係機関の

連携により 成長期待企業の発掘・ 育成に取り 組む。  

( 2)  総合的な相談・ 助言と 支援情報の一元的提供 

創業や経営革新、 技術支援機関が連携し て中小企業の多様な ニーズに応えた相

談・ 対応を 行う と と も に「 中小企業支援ネッ ト ひょ う ご」 のポータ ルサイ ト を 通じ

て、 各支援情報を 一元的に提供する 。  

  ア 総合的な相談対応 

各支援機関で対応が困難な相談については最適な支援機関を 紹介し 、 回付し た

相談の処理結果について事後に紹介先機関から 報告を 受ける こ と によ り 「 中小企

業支援ネッ ト ひょ う ご 」 全体と し ての総合相談機能を 高める 。  

  イ  ポータ ルサイ ト による情報の一元的提供 

    各支援機関の支援施策の情報やイ ベント 、 セミ ナーの開催情報などを 一元的に

情報発信するポータ ルサイ ト を 運営し 、中小企業の情報入手の利便性を 向上する 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

創 業 

幹 事 会 等   

第 二 

創 業 

（ 公財） ひょ う ご産業活性化セン タ ー 

総括コ ーディ ネータ ー（ １ 名）  

マネージャ ー（ ３ 名）  

能力開発・  

雇用支援機関 

技術支援機関 

創業支援機関 

経営革新支援

機関 

－ 中小企業支援ネッ ト ひょ う ご － 

新分野

進 出 
成長期待企業発掘・ 育成委員会

中小企業支援ネッ ト ひょ う ご全体会議 

 

起 業 者 

 

経営革新を

目指す中小

企業者 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  経営相談 

( 1)  よろ ず支援拠点の運営〔 拡充〕  

複雑・ 多様化する 中小企業の経営課題の解決を 支援する た め、 よ ろ ず支援拠

点の実施機関と し て 多様な 分野の専門相談員を 配置し 、 ホ ームページ 、 フ ェ イ

ス ブ ッ ク 、 ラ イ ン によ り 情報提供を 行い、 地域の産業支援機関や金融機関と 連

携し て 総合的・ 先進的な 経営相談を ワン ス ト ッ プ で 実施する 。  

ア  総合的・ 先進的な 経営ア ド バイ ス  

      中小企業の多様な ニ ーズに 的確に 対応する た め、 多様な 分野の専門相談員

によ り 総合的・ 先進的な 経営ア ド バイ ス を 行う 。  

ま た 、 新た に中堅企業への成長を 志向する 企業に対する 伴走支援を 行う 。  

イ  サテ ラ イ ト 相談の実施 

９ か所のサテ ラ イ ト 相談所（ 阪神南２ か所、 北播磨、 中播磨、 西播磨、 但馬

２ か所、 丹波、 淡路） において 相談を 実施する 。  

ウ ミ ニ セ ミ ナー・ 現地相談会の開催 

「 中小企業支援ネ ッ ト ひょ う ご 」 の支援機関等と 連携し 、 経営課題に 応じ  

た 最適な 支援機関を 紹介し 、 ワン ス ト ッ プ で の相談対応を 進める 。  

地域の商工団体・ 金融機関と 共同し て 各地域で グループ ディ ス カ ッ シ ョ ン

形式のミ ニ セ ミ ナーや現地相談会を 開催する 。  

( 2)  経営専門家派遣 

中小企業の要請に応じ て経験豊富な中小企業診断士を はじ め多様な分野の専門家

を 派遣し 、 経営課題の解決を 支援する 適切な診断助言を 行う 。 なお、 原則と し て、

神戸市内の企業は神戸市産業振興財団の制度を 活用する 。  

ア 派遣企業数（ 予定） ： 22社 

イ  派遣回数： 最大５ 回 

ウ 費用負担： 派遣費用（ 1回あたり 27, 500円＋交通費） の１ ／２ は企業負担 

 

 

 

中小企業支援ネットひょうご構成機関（19） 

（ 公財） ひょ う ご 産業活性化セン タ ー、 兵庫県商工会議所連合会、 兵庫県商工会連合会、 兵庫県中

小企業団体中央会、 兵庫県信用保証協会、 ( 公財) 神戸市産業振興財団、 ( 公財) 尼崎地域産業活性化

機構、( 一財)  明石市産業振興財団、兵庫県立工業技術セン タ ー、( 公財) 新産業創造研究機構［ NI RO］、

( 公財) ひょ う ご 科学技術協会、 ( 一財) 近畿高エネルギー加工技術研究所[ AMPI ] も のづく り 支援セン

タ ー、 ( 公財) 神戸医療産業都市推進機構、 ( 一社) 兵庫県発明協会、 ( 公社) 兵庫工業会、 ( 独)  高齢・

障害・ 求職者雇用支援機構兵庫職業訓練支援セン タ ー、 ( 一財) 兵庫県雇用開発協会、 兵庫県職業能

力開発協会、（ 公財） 兵庫県勤労福祉協会 

中小企業支援ネットひょうご連携団体（30） 

㈱日本政策金融公庫、 ㈱商工組合中央金庫、 ㈱三井住友銀行、 ㈱みなと 銀行、 ㈱但馬銀行、 神戸信

用金庫、 姫路信用金庫、 播州信用金庫、 兵庫信用金庫、 尼崎信用金庫、 日新信用金庫、 淡路信用金

庫、 但馬信用金庫、 但陽信用金庫、 中兵庫信用金庫、 西兵庫信用金庫、 兵庫県信用組合、 淡陽信用

組合、 兵庫県信用農業協同組合連合会、 三井住友海上火災保険㈱、 神戸大学、 兵庫県立大学、 関西

学院大学、 甲南大学、 神戸市立工業高等専門学校、 国立明石工業高等専門学校、 ( 一社) 兵庫県中小

企業診断士協会、 ( 特非) 兵庫県技術士会、 ( 一社) 神戸市機械金属工業会、 ( 協) 尼崎工業会 



 

 

 

 

３  経営力強化 

 ( 1)  ひょ う ご中小企業技術・ 経営力評価制度の推進 

中小企業の事業の成長性など技術・ 経営力を 総合的・ 客観的に評価し た評価書を

発行し 、 地域金融機関と 連携し て円滑な資金供給や経営改善を 支援する 。  

ア 評価書発行数（ 予定） ： 112社 

イ  評価手数料： 標準評価型10万5千円、 オーダーメ ード 型21万円 

 （ 評価費用の２ ／３ は企業負担）   

( 2)  経営革新計画承認等審査会の開催 

中小企業の経営革新を 支援する ため、 中小企業等経営強化法に基づく 経営革新計

画の承認審査会を 運営する 。  

・ 開催回数： 月２ 回 

( 3)  事業継続サポート 制度 

新型コ ロ ナウイ ルス 感染症緊急対策措置後の中小企業に対し 、 企業経営の維

持継続サポート を 実施する 。  

ア  支援内容  

専門家を 派遣し 、 今後の事業展開レ ポート を 作成のう え 、 金融機関と 連携

し 、 経営改善の支援を 実施 

イ  実施企業数（ 予定） ： 15社 

 

４  ひょ う ご産業Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 推進宣言事業〔 新規〕  

  県内の中小企業に対し Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の普及啓発を 行う と と も に、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の達成に向け

て取り 組む中小企業の宣言内容を 登録・ 集約し 、 広く 社会に公表する こ と によ り 、 宣

言企業の取り 組みを 支援する 。  

( 1)  県内の中小企業に対するＳ Ｄ Ｇ ｓ の普及啓発 

セミ ナー開催等によ り Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の必要性や先進事例を 発信し 、 県内中小企業のＳ

Ｄ Ｇ ｓ に対する 理解度の向上を 図る 。  

( 2)  中小企業のＳ Ｄ Ｇ ｓ 推進宣言の促進 

 中小企業のＳ Ｄ Ｇ ｓ 達成に向けた取組の宣言を 促進する。  

  ア 宣言内容： 具体的な取組内容、 目標時期、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ と の関係性 

  イ  目標宣言企業数： 150社 

( 3)  取組の可視化 

宣言企業の宣言内容を 登録・ 集約し 、 セン タ ーのホームページで広く 社会へ情報

発信を 行い、 可視化する 。  

( 4)  県制度等による推進支援 

専門家派遣： 取組を 推進する ために中小企業診断士等を 宣言企業へ派遣 

  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  

Ⅱ 中小企業の成長支援 

 

成長が期待さ れる 企業の発掘・ 育成に積極的に取り 組んで行く ほか、 経営品質の向上

や価値共創経営に取り 組む企業を 育成・ 顕彰する など、 積極的に経営強化に取組む企業

の成長を 支援する 。  

１  成長期待企業の発掘・ 育成支援 

( 1)  成長期待企業の発掘 

経営革新、 第二創業などを目指し 、 資金調達、 技術開発、 販路開拓などの課題解決

のために前向き に取り 組む企業を 「 中小企業支援ネッ ト ひょ う ご」 等を 通じ て発掘

し 「 成長期待企業」 と し て選定のう え、 集中的に支援する。  

   ・ 成長期待企業の選定（ 予定）： 20 社   

( 2)  成長期待企業の育成 

「 成長期待企業」 と し て選定し た中小企業に対し 、 特に集中支援期間中、 総括コ ー

ディ ネータ ーやマネージャ ー等によるマンツーマンでの助言のほか、経営課題に応じ

た専門家を 派遣し 、 経営基盤の改善や販路開拓など事業の成長・ 発展を 支援する 。  

ア 成長支援専門家の派遣 （ 予定） ： 15社 

  イ  派遣回数： 最大５ 回  

ウ 費用負担： 派遣費用（ １ 回あたり 27, 500円＋交通費） の１ ／３ は企業負担 

( 3)  成長期待企業の支援 

成長期待企業が自主的に経営者の交流やセミ ナーなどの活動を 行う 「 ひょ う ご成

長期待企業」 を 支援する 。  

ア 定例会： 新たに成長期待企業に選定し た企業の事業紹介、 セミ ナー、 交流会を  

セン タ ーで隔月開催 

  イ  地区会： 神戸・ 淡路、 阪神、 播磨、 但馬・ 丹波の４ 地区で経営者が相互に工場 

見学や意見交換会等を 随時開催。 ４ 地区合同の広域交流会も 持ち回り  

で実施予定 

 

２  ひょ う ごプラ チナ成長企業創出事業〔 拡充〕  

成長潜在力が高い、 意欲のある 中小企業者を 対象と し て、 経営力強化や事業継続へ

の支援強化を 図る ため、 経営者の資質向上に向けた取組を 実施する と と も に、 顕彰制

度を 創設する 。  

〔 事業スケジュ ール〕  

 ア １ 年目： プレ セミ ナー（ 経営計画策定、 経営革新の必要性等の説明）、 顧客価値

創造セミ ナー（ 経営計画策定、 PDCA ｻｲｸﾙの実践方法等を 学ぶ）、 及び

経営改善計画等にかかる自己評価・ 第三者評価を 実施 

  イ  ２ 年目： １ 年目にプレ セミ ナー、 顧客価値創造セミ ナーを 受講し て経営改善計

画等を 策定し た企業を 対象に、 同計画の実践的な取組を 専門家が伴走

型で支援 

ウ ３ 年目： 経営改善の実践内容を 分析評価し 、 優れた取組を 行っ た企業を 「 ひょ

う ごプラ チナ成長企業」 と し て認定・ 顕彰 

 



 

 

 

 

＜事業スケジュ ール＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  ひょ う ご専門人材相談センタ ーの運営 

「 攻めの経営」 に必要な専門人材のマッ チン グを 通じ て、 中小企業の更なる 成長を    

支援する ため、「 ひょ う ご専門人材相談セン タ ー」 において、 人材ニーズの掘り 起こ し

や民間人材ビ ジネス事業者と 連携し た専門人材のマッ チングを 支援する 。  

( 1)  ひょ う ごプロ人材地域連携プロジェ ク ト の促進 

全国初と な る 県内す べて の地域金融機関( 17社) と 提携人材紹介会社( 11社)  

が締結し た「 プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナル人材事業の活用に関する 包括連携協定」 を 踏

ま え 、 中小企業のプ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル人材採用への支援の更な る 強化を 図る 。 

( 2)  副業・ 兼業人材等のマッ チング支援  

中小企業における 課題抽出等を 必要に応じ て実施し 、 経営戦略・ 技術・ 営業等の

専門人材ニーズを 明確化する こ と によ り 、 大企業の副業・ 兼業人材を 含む専門人材

と のマッ チングを 支援する 。   

( 3)  支援体制の整備 

専門人材相談セ ン タ ーに戦略マ ネ ージ ャ ー及びマ ネ ージ ャ ー５ 名を 配置し 、

成長期待企業の発掘・ 育成事業と 連携し て 効率的に 業務を 実施する と と も に 、

金融機関・ 民間ビ ジ ネ ス 事業者と 連携し た 副業・ 兼業を 含む専門人材のマ ッ チ

ン グを 支援する 。  

 

Ⅲ 中小小売商業の活性化  

 

商店街･小売市場の新陳代謝を 促進し 、 活性化を 図るため、 若者・ 女性による 空き 店舗

を 活用し た新規出店を 促進するこ と によ り 、 商店街の魅力向上やにぎわい創出を 支援す

る。  

 

第１ サイ ク ル 第２ サイ ク ル 第３ サイ ク ル

令和６ 年度

令和２ 年度

令和３ 年度

令和４ 年度

令和５ 年度

改善行動・ 改善結果の評価
プ ラ チナ企業認定・ 顕彰

経営計画・ 改善計画の実践
改善行動実施・ 伴走型支援

プ レ セミ ナー
顧客価値創造セミ ナー
経営計画・ 改善計画の策定
自己評価・ 第三者評価の実施

プ レ セミ ナー
顧客価値創造セミ ナー
経営計画・ 改善計画の策定
自己評価・ 第三者評価の実施

経営計画・ 改善計画の実践
改善行動実施・ 伴走型支援

改善行動・ 改善結果の評価
プ ラ チナ企業認定・ 顕彰

プ レ セミ ナー
顧客価値創造セミ ナー
経営計画・ 改善計画の策定
自己評価・ 第三者評価の実施

経営計画・ 改善計画の実践
改善行動実施・ 伴走型支援

改善行動・ 改善結果の評価
プ ラ チナ企業認定・ 顕彰

ア  

イ  

ウ 

ア  

イ  

ウ 

ア  

イ  

ウ 



 

 

 

 

１  商店街新規出店・ 開業等支援 

( 1)  ひょ う ご空き 店舗情報の提供 

空き 店舗を 抱える商店街と 開業希望者等のマッ チン グを 促進する ため、 イ ンタ ー

ネッ ト を活用し た空き店舗情報提供システムにより 空き店舗情報を提供する。  

( 2)  若者・ 女性新規出店チャ レンジ応援事業 

商店街の新陳代謝・ 活性化を 促進する と と も に、 若者・ 女性の活躍の場を 創出す

る ため、 商店街の空き 店舗を 利用し た若者・ 女性の新規出店・ 開業に対し 家賃等を

一部助成する 。  

ア 助 成 対 象 者： 若者・ 女性の出店・ 開業希望者 

（ 商店街団体に加盟し 積極的に活動参加でき るも のに限る ）  

  イ  助成対象事業： 商店街の空き 店舗を 利用し た新規出店・ 開業 

  ウ 助成期間： １ 年 

  エ  助 成 額： 上  限  750 千円  

助成率  １ ／６ 以内（ 市町によ る 同率以上の助成が条件）  
 ( 3)  商業アド バイ ザーの派遣 

若者・ 女性新規出店チャ レンジ応援事業の活用を検討し ている商業者等に対し 、 店

舗経営等のノ ウハウを 有する 商業アド バイ ザーを 派遣し 、 開業に向けた事業計画策

定等に関する 助言を 行う 。  

ア 派遣回数： １ か所あた り 最大３ 回 

イ  費用負担： 派遣費用（ 1回あたり 20, 370円＋交通費） の１ ／３ は企業負担 

 

２  中小小売商業の経営支援 

( 1)  中小小売商業者への助言 

中小小売業の経営に幅広い知識・ 経験を 有するマネージャ ーの現地訪問等によ り

地域商業の活性化に取り 組む商店街・ 小売市場や事業承継の課題を 抱える 中小小売

商業者等に指導・ 助言を 行う 。  

( 2)  ビデオラ イ ブラ リ ーの運営 

中小小売商業者の経営に役立つ内容のＤ Ｖ Ｄ の収集・ 貸出を 行う 。  

     ・ 貸出件数（ 予定）： 100 件 

( 3)  商圏地図情報の提供 

新規開業の促進や中小小売商業者の販売促進・ 経営改善等のため、 商圏地図情報

提供シス テ ムを 活用し て 商圏内の人口や消費動向等のマーケテ ィ ン グに役立つ各

種情報を 提供する 。  

     ・ 情報提供件数（ 予定）： 70 件 

 

３  菓子産業等振興事業 

「 第 25 回全国菓子大博覧会・ 兵庫」 の成果を 継承し 、 県内菓子産業の一層の振興

を 図る ため、 菓子産業団体等が行う 菓子職人の技術向上を 目指し た人材育成や菓子ブ

ラ ン ド 化の推進、 地域のイ ベン ト と 連携し た販路開拓などの取り 組みを 支援する。  

 

 



 

 

 

 

Ⅳ 中小企業の設備投資の促進 

 

中小企業基盤整備機構及び県の資金を 活用し て小規模企業者等の経営に必要な機械・

設備・ 車両の設備投資を 本制度により 積極的に支援する 。  

 

１  小規模企業者等設備貸与支援事業 

中小企業基盤整備機構及び県の資金を 活用し て小規模企業者の経営に必要な機械・

設備・ 車両の導入を 設備貸与（ 割賦・ リ ース） によ り 支援する 。  

( 1)  貸与規模 

事業総額： 2, 200, 000 千円（ 割賦、 リ ースの合計額）  

  資金構成： 借入金（ 中小機構、 県、 金融機関が各１ /３ ）  

( 2)  貸与条件 

区 分 内  容 

対 象 企 業 
国の定める 基準に該当する従業員 20 人（ 特認 50 人（ 注 1） 、 （ 商業又

はサービス業の場合５ 人） 以下の小規模企業者等   

対象設備及び 

貸与限度額 

国の定める基準に該当する創業及び経営基盤の強化に必要な設備で、

１ 企業当たり の設備価格の合計額が、 100 万円以上１ 億円以下の設備 

区   分 割賦制度 リ ース制度 

貸 与 期 間 
３ 年以上 

７ 年以内 

８ 年以上 

10 年以内 

３ 年以上 

７ 年以内 

８ 年以上 

10 年以内 

償 還 方 法 半年賦償還・ 月賦償還 月賦支払 

割賦損料率及

び月額リ ース

料率（ ※）  

割賦損料率 月額リ ース料率 

年 0. 70% 

～1. 70% 

年 0. 95% 

～1. 95% 

1. 315% 

～2. 959% 

0. 966% 

～1. 222% 

※ 割賦損料率及び月額リ ース料率は、 県と 協議調整中 
※ 「 経営者保証ガイ ド ラ イ ン の取扱い方針」 による 経営者保証免除も 可能 
注１ ・ 銀行・ 日本政策金融公庫（ 中小企業事業） ・ 商工組合中央金庫及び日本 

政策投資銀行から の借入残高が 4. 2 億円以下であるこ と 。  
       ・ 直近３ 事業年度の経常利益の平均額が 3, 500 万円以下である こ と 。  
       ・ 大企業から の出資等の割合が単独で３ 分の１ を 超えていないこ と 。  

( 3)  情報の提供及び助言業務 

ア 経営実態の把握と 助言 

申込段階での事前助言や貸与実行後に企業を 訪問し て設備の管理と 経営実態を

把握し て助言する と と も に、 財務管理･経営計画･人材育成･品質管理等について専

門家等によ る助言及び情報提供を 行う 。  

イ  調査・ 情報提供 

企業経営の合理化及び技術の向上を 図る ため、 調査及び情報・ 資料の収集に努

め、 貸与企業に対し て情報提供及び助言を 行う 。  

 

２  適切な債権管理の推進 

新規未収債権については、 未収発生後速やかに企業訪問を 行う など早期回収に努め

る。 また、 繰越未収債権については、 延滞企業への訪問を 強化する こ と などによ り 、

支払能力を 的確に把握し 、 個々の企業に応じ て法的整理を 含めた適切な措置を 講じ 、

未収債権の回収に努める 。  



 

 

 

 

３  企業立地促進と 海外展開支援 
 

Ⅰ 国内外企業の立地促進  

 

ひょ う ご・ 神戸投資サポート セン タ ー及び兵庫県ビ ジネスサポート セン タ ー・ 東京に

おいて、 首都圏、 近畿圏を 中心に主要な企業を 訪問し 、 立地環境や産業用地等の情報、

県の産業立地条例によ る 優遇制度などの情報を 提供し 、 ３ 大都市圏等から の本社機能移

転を はじ め、 国内外企業の県内立地を 促進する 。  

 

１  県内既存立地資源の発掘 

  産業団地の払底、 既存市街地の空オフ ィ ス物件の減少等から 進出適地・ 物件が減少

し ている 現状を 踏まえ、イ ンフ ラ 企業・ 金融機関・ 不動産取得企業等と の連携のも と 、

民有地等既存立地資源の発掘に努める 。  

 

２  国内企業誘致事業  

企業アン ケート や、 企業誘致専門員によ る 企業訪問等を 通じ て設備投資計画情報の

収集を 行い、 本県への新規進出や県内での工場・ 事務所等の新増設を 検討する 企業に

対し て、 産業用地や各種優遇制度等に関する 情報提供を 行う 。  

( 1)  企業訪問活動 

首都圏、 近畿圏を 中心に企業訪問を 行い、 本県の立地環境を Ｐ Ｒ する と と も に、

投資計画を 持つ企業の掘り 起こ し ・ フ ォ ロ ーアッ プを 行う 。  

ア 用地等提案・ 現地案内の実施 

産業用地・ 事務所等を 求めている 企業に必要な情報提供や、 現地案内によ る 現

況確認と 合わせ、 よ り 具体的でニーズにマッ チし た提案を 行う 。  

イ  関係機関と のコ ーディ ネート  

産業団地事業主体や不動産関係者と の具体的な交渉、 工場建設等に係る 各種届

出窓口の紹介など関係機関と の連絡調整を 行う 。  

( 2)  産業用地等の情報提供 

 ア 首都圏等での立地プロモーショ ン 

全国に向け本県の立地環境を 積極的にＰ Ｒ する ため、 首都圏において県と 連携

し たト ッ プセールスを 行う 。 また九州圏等において大規模展示会への出展や誘致

セミ ナーなどの立地プロモーショ ン を 行う 。  

イ  企業誘致Ｐ Ｒ 事業 

「 ひょ う ご立地ガイ ド 」 等Ｐ Ｒ ツ ールの作成や国際的な展示会への出展等を 行

い、県内産業団地や優遇制度等立地環境を Ｐ Ｒ し 、県内への企業立地を 促進する 。 

  ウ 優遇制度等の情報提供 

県の産業立地条例に基づく 税制上の優遇措置や助成金、 融資制度のほか、 市町

の優遇制度等の情報を 提供する 。  

( 3)  企業投資アンケート の実施 

世界的な新型コ ロ ナウイ ルス感染症の蔓延の中でも 成長を 堅持する 企業、 新分野 

  の開拓・ 異業種転換等に取り 組む企業等を 対象に、 工場・ 事務所等の新増設等に関 

  する投資アン ケート を 行い、 企業情報を 収集し 、 誘致活動に活用する 。  

 



 

 

 

 

３  外国・ 外資系企業誘致事業 

新たに日本への進出を 計画する 外国・ 外資系企業に対し ては、 投資意欲・ 物件需要

に係る 情報把握が重要である 。 そのため今後も 、 神戸市、 ジェ ト ロ 神戸、 兵庫県海外

事務所等の関係機関と 連携し 、 日本法人設立の手続や入居可能オフ ィ スの紹介など、

き め細かなサポート を 実施し て進出を 支援する。  

また、 既に日本に進出済みの外国・ 外資系企業の二次進出を 引き 続き 促進する と と

も に、 欧米や中国から の一次進出促進に向け、 現地でのプロ モーショ ン を 行う 。  

( 1)  企業訪問活動 

日本に進出済みの外国・ 外資系企業を 訪問し 、 二次進出や移転計画等の情報収集

を 行う 。  

( 2)  進出サポート  

日本への一次進出や二次進出を 検討し ている 外国・ 外資系企業に対し 、 産業用地

等の投資関連情報、 優遇制度や法人設立に伴う 許認可手続等の情報を 提供し 、 進出

を サポート する 。  

ア 産業用地等の情報提供 

企業のニーズにマッ チし た産業用地やオフ ィ ス等の情報を 提供する と と も に、

必要に応じ 県、 各市町の優遇制度等を 提供する 。  

イ  許認可手続等のサポート  

外国・ 外資系企業の日本法人等設立支援のため、 市場調査や法人登記経費、 オ

フ ィ ス賃料など県が助成する 優遇制度の周知を 行う 。 さ ら に事務所・ 支店・ 法人

設立手続や就労ビ ザ取得等の手続情報を ワン スト ッ プで提供する 。  

ウ 生活関連情報の提供 

外国・ 外資系企業の外国人駐在員などの県内での快適な生活を 支援する ため、

住宅、 病院、 学校、 税金等の生活関連情報を 提供する。  

エ 専門家による相談・ 助言 

外国･外資系企業が県内でビ ジネスを 開始する に当たっ て、 専門家によ る 相談

を 希望する 場合は、 神戸市・ ジェ ト ロ 神戸と 連携し て、 司法書士等によ る 無料相

談を 行う 。  

( 3)  Ｐ Ｒ 活動 

ア 外国語表記のＰ Ｒ ツールの作成 

外国･外資系企業や外国政府機関、 経済団体など へ兵庫県の投資環境などを Ｐ

Ｒ する ため、外国語表記（ 英語等） のパン フ レ ッ ト やホームページ等を 作成する。  

イ  国際展示会等でのＰ Ｒ  

外国･外資系企業が多く 参加する 展示会等を 訪ね、 兵庫県の投資環境を Ｐ Ｒ す

る。  

( 4)  進出企業に対するフ ォ ローアッ プ 

兵庫県に進出し た外国・ 外資系企業の定着を 支援する ため、 必要に応じ てサポー

ト を 実施する 。  

( 5)  誘致関係機関と の連携 

兵庫県、 神戸市、 ジェ ト ロ 神戸等と 連携し 、 関係機関が一体と なっ た誘致活動を

展開する と と も に、 首都圏等の外国公館、 外国商工会議所などと のネッ ト ワーク を

形成する 。  



 

 

 

 

４  企業誘致体制の整備 

( 1)  企業誘致専門員の配置 

民間企業で営業経験を 持つ人材を 「 企業誘致専門員」 と し て東京に１ 名、 神戸に

４ 名（ う ち １ 名は外国・ 外資系企業担当） を 配置し 、 企業訪問によ り 投資等の情報

収集や産業用地等の情報提供を 行い、 県内への企業誘致につなげる 。  

( 2)  誘致関係機関と の連携 

産業団地事業主体や市町の企業誘致担当のほか、 商工会議所や金融機関等の民間

事業者と も 連携し 、 地域と 一体と なっ た誘致活動を 展開する 。  

 

Ⅱ 中小企業の海外展開支援 

 

ひょ う ご海外ビジネスセンタ ーが、神戸市海外ビジネスセンタ ー、ジェ ト ロ神戸と「 ひょ

う ご・ 神戸国際ビ ジネススク エア」 と し て連携する と と も に、海外関係窓口、外国機関、

JI CA関西などのネッ ト ワーク を 活用し ながら 、 中小企業の海外展開にかかる ワン スト ッ

プ支援サービ スを 提供する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  海外展開に関する個別相談対応 

  民間企業での国際ビ ジネス経験豊富な人材を 海外展開促進員と し て、 ひょ う ご海外

ビ ジネスセン タ ーに３ 名配置し 、 生産・ 営業拠点設立、 販路・ 調達先開拓などの海外

展開にかかる 企業相談に対応する と と も に、 海外関係窓口も 活用し ながら 現地情報の

提供を 行う 。  

 

２  海外展開支援助成の実施〔 拡充〕  

  中小企業による海外での販路・ 調達先開拓、生産・ 営業拠点設立の調査などにかかり 、

海外見本市への出展など現地渡航に対する助成、 新型コ ロナウイ ルス感染症を契機に関

心が高まる越境 EC（ ※） に対する助成を引き 続き行う 。  

  令和４ 年度は、 ポスト コ ロナを見据えた支援の強化と し て、 海外展開に取り 組む中小

企業を対象に、 新たな海外ビジネスのチャ レンジに対する助成を新設する。  

※  インタ ーネッ ト を通じ た国際的な電子商取引 

 

 

 

 

支援 

ひょ う ご・ 神戸国際ビ ジネススク エア 

ひょうご海外ビジネスセンター ジェトロ神戸 

兵庫県海外事務所 
ひょうご国際ビジネスサポートデスク 

JICA 関西、外国政府機関、 

金融機関等 
県 内 中 小 企 業 の 海 外 展 開 

 神戸市海外 
ビジネスセンター 

連携 



 

 

 

 

 

 

３  ひょ う ご国際ビジネスサポート デスク の設置〔 拡充〕  

海外で活躍する 兵庫ゆかり の企業人等を チーフ アド バイ ザーと し て委嘱し 、 県内企

業の海外展開にかかる 相談対応、 海外展開支援セミ ナーなどにおける情報発信を 行う 。 

令和４ 年度は、 こ れまでアジアに設置し てき たデスク の一部見直し を 行う と と も に、

欧米対応の充実と し てニュ ーヨ ーク と ド イ ツ にデスク を 新設し 、 世界 11 カ 所のデス

ク を 運営する 。 また、 デスク 機能の強化と し て、 ホームページ、 メ ールマガジン 等に

よ る 現地情報の発信にも 新たに取り 組む。  

地  域 デスク 設置場所 

ア ジ ア 

中国（ 広州・ 上海） 、 ベト ナム（ ホーチミ ン 、 ハノ イ 等） 、  

タ イ （ バン コ ク ） 、 シンガポール、 イ ン ド ネシア（ ジャ カ ルタ ） 、  

イ ンド （ デリ ー）         ※中国・ 大連は廃止 

欧米( 新規)  米国（ ニュ ーヨ ーク ） 、 ド イ ツ 

 

４  海外展開支援セミ ナーの開催 

ひょ う ご国際ビ ジネスサポート デスク を はじ め、 外国機関、 JI CA関西、 金融機関や

ビ ジネス支援企業、 現地進出企業等と 連携し 、 世界各地域の経済・ 社会動向、 ビ ジネ

ス・ 投資環境などの情報を 伝える セミ ナーを 、 適宜 WEBを 活用し ながら 開催する 。  

世界各地域のビ ジネス環境は刻々と 変化する 中で、 各地域に駐在する デスク の登壇

等を 通じ て、 中小企業の海外展開において留意すべき ト ピ ッ ク スについての最新の動

き を 発信する。  

 

 

区 分 
現地調査・  

現地見本市等出展 
ポスト コ ロ ナ 

海外新展開（ 新規）  
越境 EC 

助 成 対 象 県内中小企業者 
既に海外事業を 展開し て
いる 県内中小企業者 

県内中小企業者 

助 成 率 助成対象経費の 1/2 以内 

助成限度額 100 万円 50 万円 

助成対象経費 

・ 航空運賃 ・ 宿泊費用 
・ 通訳/翻訳費用 
・ 出展費用 
・ PCR検査費用 
・ 隔離宿泊費用 
・ オン ラ イ ン 見本市等

出展の場合のコ ン テ
ン ツ 制作費 

・ 航空運賃 ・ 宿泊費用 
・ 通訳/翻訳費用 
・ PCR検査費用 
・ 隔離宿泊費用 
※展示会経費は対象外 

・ 初期出展費用 
・ サイ ト 制作費 
・ コ ン テン ツ 制作費 
・ 翻訳費用 
・ マーケティ ン グ・ 広

告費 

助成事業額 1, 250 万円 250 万円 500 万円 



 

 

 

 

４  広報・ 情報化事業の推進 

 

Ⅰ 産業情報の提供、 情報化事業の推進 

 

中小企業の事業活動を 支援するため、 情報誌の発行やホームページ等を 通じ て、 産業

情報の効果的な提供に努める 。  

 

１  月刊産業情報誌「 Ｊ Ｕ ＭＰ 」 の発行 

セン タ ーの支援制度を 活用し 、 直面する 経営課題の克服に取組む中小企業や県下中

小企業を 支える 県・ 支援ネッ ト ひょ う ご構成機関の施策の発信など各種産業情報を 提

供する 情報誌を 発行する 。  

・ Ａ ４ 判12ページ、 毎号2, 500部、 年12回 

 

２  ホームページ等を通じ た情報発信 

 ( 1)  ホームページによる包括的な情報発信 

セミ ナーの開催、 各種支援事業の内容と 実施結果、 支援制度の先進的な活用事例

などセン タ ーの取り 組みを ホームページによ り 包括的に情報発信し 、 セン タ ーの総

合力の向上を 図る 。  

( 2)  メ ールマガジン・ フ ェ イ スブッ ク での情報発信 

セン タ ーや「 中小企業支援ネッ ト ひょ う ご」 の各機関が実施するセミ ナーや各種

支援制度の案内情報を メ ールマガジン で配信する( 原則、 月２ 回発行) 。  

フ ェ イ スブッ ク を 活用し てタ イ ムリ ーでわかり やすい情報発信に取り 組む。  

 

 


